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 登録移転の要件 
勤務している宅地建物取引業者の事務所が所在する都道府県に登録を移転することができます。

（在職証明書の添付が必要） 
また、勤務する予定の宅地建物取引業者の事務所が所在する都道府県に移転することができま

す。（内定証明書等の添付が必要） 
移転先の府県によっては、申請時に宅地建物取引士証（宅建士証）の有効期限が３ヶ月以上必要

な場合があります。 
 

 提出書類等 
 下記の書類は、移転先が奈良県である場合の書類を参考に記載しています。移転先の都道府
県により提出書類が異なりますので、必ず移転先の都道府県の担当課に問い合わせ願います。 

 

 必要書類等 
 登録移転申請書 … ２部 
 顔写真…必要枚数は移転先都道府県に確認してください。（奈良県への転入の場合は２枚） 

白黒写真は不可、縦3cm☓横2.4cm、顔の大きさ2cm 程度、無帽、無背景、6ヶ月以内に撮影 
 登録手数料 … ８，０００円 手数料の納付方法は移転先都道府県にお問い合わせください 

奈良県への転入の場合は「奈良県収入証紙」による納付となります。 
 在職証明書 … ２部   支店名、職名等記載により移転先都道府県で在職するとともに、 

宅建業に従事していることがわかり、 代表者が証明しているもの。 
 

 宅地建物取引士証の有効期限が残っている場合 
 宅地建物取引士証交付申請書 … １部 

 顔写真…必要枚数は移転先都道府県に確認してください。（奈良県への転入の場合は２枚） 
白黒写真は不可、縦3cm☓横2.4cm、顔の大きさ2cm 程度、無帽、無背景、6ヶ月以内に撮影 

 申請手数料 … ４，５００円 手数料の納付方法は移転先都道府県にお問い合わせください。 
奈良県への転入の場合は「奈良県収入証紙」による納付となります。 

 

 登録内容（住所・氏名・本籍・勤務先）に変更がある場合 
 宅地建物取引士資格登録簿変更登録申請書 … ２部 

 変更内容により別途添付書類が必要となるため、必ず確認してください。 
（住民票、戸籍抄本、退職証明書等） 

 

 手続き  
Ａ県から奈良県へ登録移転する場合 奈良県からＡ県へ登録移転する場合 

・上記の申請書類をすべてそろえて奈良県で事前
チェックを受ける。 

              ↓ 
・その書類をＡ県へ申請する。 

              ↓ 
（書類がＡ県から奈良県へ送付され、奈良県で
登録の審査を行う） 

             ↓ 
・審査終了後、奈良県から登録移転完了のはがき
が届く。 

 （はがきが届くまでは A 県登録のままです） 
              ↓ 
・宅地建物取引士証の有効期限が残っている場合
は、 (公社)奈良県宅地建物取引業協会へ宅地建
物取引士証を受取に行く。 

・Ａ県で登録移転に必要な書類を必ず確認し、そ
の書類を揃えＡ県で事前チェックを受ける。 

（都道府県によって必要書類が違うので注意！） 

         ↓ 
・その書類を奈良県へ申請する。 

          ↓ 
（書類が奈良県からＡ県へ送付され、Ａ県で
審査を行う） 

         ↓ 
 ・審査終了後、Ａ県から登録移転完了の通知  
  がある。 
  （通知があるまでは、奈良県登録のままです）          
         ↓ 
・宅地建物取引士証の有効期限が残っている場
合は、宅地建物取引士証の受取。（受取方法
はＡ県から指示） 

 
審査日数や宅地建物取引士証の受取方法は
都道府県により異なるので確認してください。 

※ご不明な点は、奈良県 建築安全推進課 総務宅建係 （電話0742-27-7563） までお問い合わせください。 

※移転先の都道府県により、提出書類や手続方法が違う場合がありますので、必ず移転先の都道府県にお     
問い合わせください。 
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